
①家の中での脱炭素 ②人・モノの移動での脱炭素 ③外出先での脱炭素

・職場

・学校

・スーパー

・買い物時の選択

・宿泊施設

・食品ロス（外食時）

など

・電気自動車

・公共交通機関

・自転車

・地産地消

・飛行機

・旅行の手段

・宅配便の利用

など

・住宅の断熱化

（新築・改修）

・省エネ家電

・太陽光パネル

・電力契約

・節電

・ごみの分別

など



宮城県の1人当たりの二酸化炭素排出割合

36

1年間で

データ元：2020年度うちエコ診断結果

約1,940
kg-CO2／年

排出している。

自家用車・
暖房・給湯

からの排出が多い

公益財団法人みやぎ･環境とくらし･ネットワーク(MELON) 提供資料
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1（1）国のエネルギー基本計画について①

エネルギー基本計画の全体像

⚫ 新たなエネルギー基本計画では、2050年カーボンニュートラル（2020年10月表明）、2030
年度の46％削減、更に50%の高みを目指して挑戦を続ける新たな削減目標（2021年4月表明）
の実現に向けたエネルギー政策の道筋を示すことが重要テーマ。

⚫ 同時に、日本のエネルギー需給構造が抱える課題の克服が、もう一つの重要なテーマ。安全性の
確保を大前提に、気候変動対策を進める中でも、安定供給の確保やエネルギーコストの低減（S
＋3E）に向けた取組を進める。

2050年カーボンニュートラル実現に向けた課題と対応

⚫ 2050年に向けては、温室効果ガス排出の8割以上を占めるエネルギー分野の取組が重要。
⚫ 電力部門は、再エネや原子力などの実用段階にある脱炭素電源を活用し着実に脱炭素化を進める

とともに、水素・アンモニア発電やCCUS/カーボンリサイクルによる炭素貯蔵・再利用を前提
とした火力発電などのイノベーションを追求。

⚫ 非電力部門は、脱炭素化された電力による電化を進める。電化が困難な部門（高温の熱需要等）
では、水素や合成メタン、合成燃料の活用などにより脱炭素化。

2030年に向けた政策対応（再生可能エネルギー）

⚫ S+3Eを大前提に、再エネの主力電源化を徹底し、再エネに最優先の原則で取り組み、国民負担
の抑制と地域との共生を図りながら最大限の導入を促す。

出典：エネルギー基本計画（資源エネルギー庁）仙台市環境局「カーボンニュートラル施策の現状について」（令和4年1月27日）
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1（1）国のエネルギー基本計画について②

エネルギー需給の見通し

⚫ 2030年度の新たな削減目標を踏まえ、徹底した省エネルギーや非化石エネルギーの拡大を進
める上での需給両面における様々な課題の克服を野心的に想定した場合に、どのようなエネル
ギー需給の見通しとなるかを示すもの。

出典：エネルギー基本計画（資源エネルギー庁）仙台市環境局「カーボンニュートラル施策の現状について」（令和4年1月27日）
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1（2）国の地球温暖化対策計画について①

国の温室効果ガス削減中期目標の部門別内訳

出典：地球温暖化対策計画（環境省）
仙台市環境局「カーボンニュートラル施策の現状について」（令和4年1月27日）
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1（2）国の地球温暖化対策計画について②

今後求められる事業者の取り組み例

②サプライチェーンでの温室効果ガス排出削減
事業者の原料調達・製造・物流・販売・廃棄など一連の流れ全体を指し、そこで発生する温室効果

ガス排出量（サプライチェーン排出量）を管理し、対外的に開示する企業が増えている。
サプライチェーン排出量の算定には自社の排出であるScope1、2に加え、関連する他社の排出とな

るScope3の排出量の把握も必要。

Scope1：事業者自らによる温室効果ガスの直接排出（燃料の燃焼、工業プロセス）
Scope2：他社から供給された電気、熱・蒸気の使用に伴う間接排出
Scope3：Scope1、Scope2以外の間接排出（事業者の活動に関連する他社の排出）

①再エネ100宣言 RE Actionへの参加
企業等の団体が使用電力を100％再生可能エネルギーに転換する意思と行動を示し、再エネ100％

利用を促進する枠組み。遅くとも2050年迄に使用電力を100％再エネに転換する目標を設定し、対外
的に公表するもの。
中小企業や非企業（自治体、教育機関、医療法人など）を対象として開かれた日本独自の取り組み

で、現在224の団体が参加。

仙台市環境局「カーボンニュートラル
施策の現状について」（令和4年1月27日）
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〇東日本大震災後に増加したものの、近年減少傾向にある。
〇部門別の内訳では、事務所やビルなどにおける排出（業務部門）が
最も大きく、次いで自動車や鉄道等による排出（運輸部門）、家庭に
おける排出（家庭部門）などの順となる。

2（1） 仙台市における温室効果ガス排出量の現況

温室効果ガス排出量の推移
温室効果ガス排出量の部門別内訳

約6割が事業活
動によるもの

家庭における
自家用車等

仙台市環境局「カーボンニュートラル施策の現状について」（令和4年1月27日）
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■中期目標

 

593

2013年度比35％
以上削減

2（2）仙台市の温室効果ガス排出量削減目標

目標

令和32年（2050年）温室効果ガス排出量実質ゼロを目指す

令和3年3月15日 仙台市 2050年ゼロカーボンシティ宣言

令和12年度（2030年度）における温室効果ガス排出量を

平成25年度（2013年度）比で35％以上削減（森林等による吸収量を含む）
■長期目標

仙台市環境局「カーボンニュートラル施策の現状について」（令和4年1月27日）
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3 事業者のみなさまに取り組んでいただきたいこと

✓クールビズ・ウォームビズの取り組みを進めるとともに、エネルギー消費量の「見える化」を
図るなど、従業員の省エネ意識を高める。

✓デジタル化の推進により、業務の効率化を図り、エネルギー消費量の削減に努める。

✓建築物の新築・改築時等には、再生可能エネルギーの利用や断熱性能の向上、屋上・壁面の緑化、
木材等の再生可能な資源の活用等により、ZEB*1やグリーンビルディング*2等の環境に配慮した建
築物とする。

✓エネルギー効率が高く、環境負荷の小さい設備・機器を導入するとともに、エネルギーマネジメン
トシステム＊3の導入等により、効率的な運用に努める。

✓ RE100 ＊4の取り組みなど、使用する電力について再生可能エネルギーの割合を高める。
✓電気自動車等の次世代自動車を導入するとともに、カーシェアを利用するなど車両台数の削減に努
める。

事業所内

事業所の建設時など

杜の都環境プラン(仙台市環境基本計画)より抜粋

＊1 快適な室内環境を保ちながら、大幅な省エネルギーの実現や再生可能エネルギーの導入等により、年間の一次エネルギー消費量
の収支をゼロとすることを目指した建築物。

＊2 エネルギーや水の使用量削減、施設の緑化など、建物全体の環境性能が高まるよう最大限配慮された建築物の総称。

＊3 家庭・ビル・工場等において、エネルギー使用状況の見える化や機器の最適制御等を行うことにより、エネルギー利用を効率化
するシステム。システムを導入する対象により、HEMS（家庭）・BEMS（ビル）・FEMS（工場）等と呼ばれる。

＊4 企業等が自らの事業活動における使用電力を100％再生可能エネルギーで賄うことを目指す国際的な取り組み。

仙台市環境局「カーボンニュートラル施策の現状について」（令和4年1月27日）
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3 事業者のみなさまに取り組んでいただきたいこと

✓テレワークやウェブ会議を活用するとともに、移動の際には、自動車の利用をできるだけ控え、
公共交通機関や自転車、徒歩で移動する。

✓自動車を運転する際は、急発進や急加速をしない、不要な荷物は積まず積載重量を軽減するなど
エコドライブを心掛け、燃料使用量の削減に努める。

✓原料輸送や商品配送において、複数企業によるトラック等の共同利用やモーダルシフト*5を推進
するとともに、繰り返し利用できるパレットや輸送ケース等を利用する。

✓温室効果ガスの排出が少ない、再生可能な材料を使用するなど、可能な限り環境負荷が小さい商
品やサービスを提供する。

✓原材料の調達や商品購入に際しては、調達先の環境への影響を含め、環境負荷の小さいものを選
択する。また、地産地消を推進するため、地元産の農作物や木材、水産品等を使用する。

✓在庫数量の適正化や管理の徹底により、原材料や商品のロスを削減する。
✓環境ラベル*6やカーボンフットプリント*7等により、商品の環境性能の「見える化」に取り組
み、消費者への環境情報の提供に努める。

交通利用時や運送・配送時など

商品・サービスの製造・販売時など

杜の都環境プラン(仙台市環境基本計画)より抜粋

＊5 二酸化炭素排出量の削減のため、トラック等の自動車による貨物輸送から、鉄道や海運等の大量輸送方法に変更すること。

＊6 環境に配慮された製品やサービスにつけられる表示の総称。環境に配慮された製品等として第三者が認証するエコマークや、
古紙の配合率を示す再生紙使用マーク等がある。

＊7 商品等が原材料の調達から廃棄・リサイクルに至るまで工程全体を通して排出される温室効果ガスの排出量について、商品等
に分かりやすく表示すること

仙台市環境局「カーボンニュートラル施策の現状について」（令和4年1月27日）
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3 事業者のみなさまに取り組んでいただきたいこと

✓事業活動による環境への影響や、環境への取り組みによるメリット等を十分に認識し、環境
を重視した経営を推進するとともに、従業員への環境配慮行動の浸透を図る。

✓ 「温室効果ガス削減アクションプログラム」への参加等を通じて、温室効果ガス排出削減
に向けた取り組みを推進する。

✓環境配慮の取り組みや事業活動に伴う環境負荷の情報を積極的に公表するなど、環境コミュ
ニケーション*8を推進する。

✓他の事業者との取引等においても、環境に配慮した事業者を優先するなど、取引先等の関係
者を含めた事業活動全体での環境への取り組みを推進する。

環境の視点を取り入れた経営など

＊8 事業者が自らの事業活動に伴う環境負荷や環境保全に関する情報について公表するとともに、地域住民等から意見を聴くなど
により、事業者と地域住民等が相互理解に努めること。

杜の都環境プラン(仙台市環境基本計画)より抜粋

仙台市環境局「カーボンニュートラル施策の現状について」（令和4年1月27日）
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事業者と市が連携して温室効果ガス排出削減を進めるための「温室効果ガス
削減アクションプログラム」を定めている

本市の温室効果ガス排出量の約6割は事業活動によるものであり、これを削減することが
重要。温室効果ガスを一定程度以上排出している事業者を“特定事業者”として、温室効果
ガス削減のための計画書等を作成し、市に提出してもらう。
特定事業者に該当しない事業者（一般事業者）も、任意で参加可能。

4 温室効果ガス削減アクションプログラムの概要

仙台市地球温暖化対策等の推進に関する条例（令和2年4月施行）

＜温室効果ガス削減アクションプログラムの仕組み＞

市

市は事業者の取組を
積極的にサポートします！
・訪問による助言
・中小企業者等向けの省エ
ネ・再エネ設備、次世代自動
車導入支援補助
・評価、公表
・優れた事業者の表彰

Action

Check Plan

Do

実績や取り組みの効
果等を踏まえたさら
なる対策

排出削減の取り組み実施

・温室効果ガス
排出削減目標
・排出削減のため
の取組

・温室効果ガス
排出量の実績
・排出削減の
取組実施状況

計
画
書

報
告
書

事業者

仙台市環境局「カーボン
ニュートラル施策の現状に
ついて」（令和4年1月27日）
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義務対象者（特定事業者）の要件

➢ 原油換算で1,500キロリットル／年以上のエネルギーを使用する事業所
を設置する事業者

➢ 温室効果ガスを3,000トン／年以上排出する事業所を設置する事業者

➢ 市内で100台以上の自動車（被牽引車を除く）を保有する運送事業者
※運送事業者の範囲は、使用の本拠地を市内に登録している自動車による事業活動

事業活動全体からの排出削減には義務対象外の
事業者（一般事業者）の皆様の参加が不可欠🔑

4 温室効果ガス削減アクションプログラムの概要

〇任意提出となる一般事業者の参加事業所数

令和2年度：29事業所
令和3年度：177事業所

建設業、小売業、運輸業など、幅広い業種
の事業者に参加していただいております！

仙台市環境局「カーボンニュートラル施策の現状について」（令和4年1月27日）
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4 温室効果ガス削減アクションプログラムの概要

〇 第一計画期間を令和２～４年度とし、以降も3年毎のサイクルで取り組む。
〇 計画期間の前年度（基準年度）の排出量を基準として、計画期間の最終年度
（目標年度）の削減目標を設定。計画期間の途中でも参加可能。

R2年度 R3年度 R4年度R元年度

第一計画期間（R2～R４）

計画書提出

R5年度

R4年度分
報告書

第一計画期間
基準年度

第一計画期間
目標年度

第二計画期間（Ｒ5～Ｒ7）

R５年度分
報告書

R６年度

第二計画期間
基準年度

計画書提出

R2年度分
報告書

R3年度分
報告書

・令和5年度に令和4年度までの
実績を基に3段階（S,A,B）で評
価を実施
・優良評価（S,A）となった事業
者を公表するとともに、特に優れ
た取組を行った事業者を表彰

計画期間について

・計画書提出期限
当該年度の12月28日

・報告書提出期限

翌年度の8月末日
仙台市環境局「カーボンニュートラル施策の現状について」（令和4年1月27日）



仙台市省エネルギー・再生可能エネルギー設備導入支援補助金

仙台市次世代自動車導入支援補助金

省エネ設備

・高効率照明 ・高効率空調
・業務用給湯器 ・冷凍冷蔵設備
・高効率変圧器 ・高性能ボイラ
・産業用モータ

再エネ設備

・太陽光発電
・バイオマス利用設備

次世代自動車
・電気自動車
・天然ガス自動車
・ハイブリッド自動車
・低炭素ディーゼル車
・燃料電池自動車

中小企業者等が省エネ設備への更新、再生可能エネルギー設備を導入する際に、
1事業者最大100万円の補助を実施。

自動車運送事業者である中小企業者が次世代自動車を導入する際に、1事業
者最大100万円の補助を実施。

※トラック・バスは2台、タクシー
は3台まで申請可能。

※リース車両についても補助対象

4 温室効果ガス削減アクションプログラムの概要

省エネ設備等導入補助
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令和4年度予算拡充予定

仙台市環境局「カーボンニュートラル施策の現状について」（令和4年1月27日）



仙台市で実施している取り組み

仙台市地球温暖化対策推進課環境共生課「地球温暖化と私たちにできること」（令和5年5月19日）



2.せんだいＥ-Ａｃｔｉｏｎ実行委員会

東日本大震災での電力需給ひっ迫の経験を踏まえ、エネル
ギーの使い方を見直す取り組み「仙台市省エネ・節電運動」
としてスタート。

➢ 平成23年度 活動スタート

➢ 平成25年度 せんだいE-Action実行委員会を組織

➢ 平成30年度 「地球温暖化対策地域協議会」として位置付け

市民、事業者、行政などが協働して３E（省エネ・創エネ・蓄エネ）
の啓発に取り組み、地球温暖化の防止に寄与することを目的に活動！

E-Action ： 一人ひとりがエネルギーの使い方を考え、できることから行動する

51
仙台市地球温暖化対策推進課環境共生課「地球温暖化と私たちにできること」（令和5年5月19日）



せんだいE-Action実行委員会 委員一覧

公益財団法人みやぎ・環境とくらし・ネットワーク シンプル＆スローライフの会
ストップ温暖化センターみやぎ 特定非営利活動法人エコワーク実践塾
特定非営利活動法人環境会議所東北 みやぎ環境カウンセラー協会（ＭＥＣ）
杜の都の市民環境教育・学習推進会議（FEEL Sendai）

・市民団体等

・学校関係

・事業者等

・行政

宮城教育大学自然フィールドワーク研究会ＹＡＭＯＩ 東北学院大学地域構想学科第三営業部
尚絅学院大学SDGｓアクション委員会 東北工業大学環境サークルたんぽぽ

アイリスオーヤマ株式会社
イートス株式会社
株式会社日産サティオ宮城
株式会社北洲
公益社団法人宮城県トラック協会
Ｄａｔｅｆｍ株式会社エフエム仙台
宮城県中小企業団体中央会
宮町商店街振興組合

東北経済産業局 東北運輸局
東北地方環境事務所 宮城県
仙台市 仙台市教育委員会

荒町商店街振興組合
株式会社三創
株式会社日本エコライフ
株式会社ローソン
仙台商工会議所
東北電力ネットワーク株式会社仙台電力センター
みやぎ生活協同組合
第一生命保険株式会社
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3.せんだいＥ-Ａｃｔｉｏｎの取り組み

市民、事業者、行政などが協働して
３E（省エネ・創エネ・蓄エネ）の啓
発に取り組むため組織し、各団体の特
色を生かした各種イベント等を協働し
て実施！

キーワードは ３E 

①省エネ・節電
行動の推進

市民参加型のイベ
ントやWebを活用し
た取り組みなどによ
り、市民・事業者の
省エネ・節電行動を
促進

②グリーン購入
の促進

品質や価格だけで
なく、環境のことを
考えて、環境にやさ
しい製品やサービス
を選択する「グリー
ン購入」を促進

③緑のカーテン
の促進

子どもや地域に向
けた３Ｅ啓発を進め
るため、学校や地域
での緑のカーテン設
置を推進
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①省エネ・節電行動の推進

★生活の身近なところから、環境を考えるきっかけづくりにつなげるものとし
て、楽しみながら参加できるイベントを実施

打ち水イベント

夏を快適に過ごす知恵のひとつ「打ち水」
を楽しみながら節電を呼びかけ

イベントブース

太陽光発電でガラスエッジング手回し発電体験

★「環境Ｗｅｂサイトたまきさん」を活用し、ご家庭のCO2排出量を簡易診断
できる「伊達な省エネ指南エコ診断」や、３Ｅ啓発の動画コンテンツを配信
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https://www.env.go.jp/earth/SMEs_handbook.pdf
2021年10月
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脱炭素経営によって期待される
５つのメリット（・リスク）

1. 優位性の構築（自社の競争力を強化し、売上・受注を拡大）

2. 光熱費・燃料費の低減

3. 知名度や認知度の向上

4. 脱炭素の要請に対応することによる、社員のモチベーション
向上や人材獲得力の強化

5. 新たな機会の創出に向けた資金調達において有利に働く

https://www.env.go.jp/earth/SMEs_handbook.pdf
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環境省、中長期排出削減⽬標等設定マニュアル〜サプライチェーン排出量（Scope1,2,3）算定、SBT、RE100等への取組に向けて〜

https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/files/GHG_target_settei_manual.pdf
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https://www.shigagin.com/company/catalog/sustainable/
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https://www.env.go.jp/earth/SMEs_handbook.pdf

節エネ

省エネ

再エネ／
低・ゼロ
炭素エネ
（電化）
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https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/files/SBT_syousai_all_20220208.pdf75
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https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/files/SBT_gaiyou_20220208.pdf

SBT認定取得済の⽇本企業

77



https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/files/SBT_syousai_all_20220208.pdf
78



https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/files/SBT_syousai_all_20220208.pdf79


